Ⅱ　総務省研究会報告に係る交渉上の留意点
１．給与決定の方式と原則について　
(1) 留意点1　労働協約主義(交渉優先)の再確認
　「総務省研究会報告書」に基づいて当局との交渉を行う際、現業労働者の賃金が労働協約主義(交渉優先)によって決定されることを、まず再確認すべきであること。また誠実な労使交渉が義務付けられていることを確認すべきであること。
<解説>

当局がこの報告書を利用しようとする際に、法律上定められた給与決定にあたっての2原則、つまり職務内容や責任に応じた給与であるべきとする「職務給の原則」、あるいは地域の民間事業の従事者等の給与等を考慮する「均衡の原則」を理由に、現業労働者の賃金引き下げを図ることが可能性として考えられる。報告書の中でのそれに関係する記載の例は、以下のとおりである。
<報告書　Ⅰ-1-(3)-①　p.4>
技能労務職員の給与は、法律上その職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応ずるものでなければならないとされている(職務給の原則)。また、同一又は類似の職種の国および地方公共団体の職員ならびに民間事業の従事者の給与等を考慮する必要がある(均衡の原則)

<報告書　Ⅱ-1-(1) p.7>
技能労務職員の給与についても、法律上、職務給の原則が適用される。したがって、給料表の級や号給は、職務内容やキャリアパスの違いに応じて設定され、適用されるべきものと考えられる。
しかし、「均衡の原則」「職務給の原則」に基づきながらも、それにかかわる諸データ等をどのように分析し、判断し、どのような最終的な結論を得るのかについては、誠実な労使交渉とそれによる合意に基づかなければならないことは、法律上明確である。これについて、報告書でも以下のように記載されている。
　
<報告書　1-(3)-①　p.4>
技能労務職員の給与は、人事委員会勧告の対象とならず、団体交渉を経て労働協約を締結することができるなど、給与決定の方式についても法の適用関係が他の一般行政職員等とは異なっている。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-①　p.13>
・・・他の職種については、人事委員会が精確な公民比較を行い、これを反映した給与勧告が尊重され、給与改定が行われることを前提としているのに対し、技能労務職員の給与は、人事委員会の勧告の対象とならず、労使交渉を経て労働協約を締結できることとされている。
<報告書　おわりに　p.29>
適正な給与構造や給与水準は、給与決定原則に則り、職務内容を十分に分析したうえで、個々の地方公共団体において労使が十分に議論をし、決定されるべきものであり・・。
　上記の位置づけを現業労働者に保証している法律上の根拠は、以下のとおりである。
・現業職員が地公企労法適用であること
　現業職員は地方公営企業労働関係法付則5項で「地公法第57条に規定する単純な労務に雇用されている一般職に属する地方公務員・・・に係る労働関係その他身分取り扱いについては、・・特別の法律が制定施行されるまでの間は、・・・地方公営企業第37条～39条までの規定を準用する」と定められている。これにより、現業労働者の労働関係は地方公営企業労働者と同様に地公労法が適用され、労働二権と労働三法が適用されている(団結権(地方公営企業労働関係法5条)、団体交渉権(労働組合法第6条)、労組法・労調法・労安法) 。
　それにより、現業労働者は労使対等の立場で労使交渉を行う権利を持つとともに交渉で合意した事項について労働協約を締結させ(労組法第1条・6条)、それらを守らせることができる(労組法第7条)。

したがって、当局が「均衡の原則」「職務給の原則」により現業労働者の賃金の引き下げを提案した場合にも、それらは当局の判断により一方的に実施されるのではなく、それについては労使対等の立場で具体的内容を吟味し、いずれにしても最終的な決定については協約締結によらなければならないことに留意すべきである。
(2) 留意点2　労働組合(評議会)結成と条件整備の必要性　
　労働協約を締結するためにも、労組法が適用される労働組合(評議会)を結成すべきであること。また、既存の組合(評議会)については、労組法適用のための条件が整っていることを再確認すべきであること。
　
<解説>

　上記の留意点1で締結の必要性を示している労働協約は、労組法が適用される労働組合でなければ締結することはできない。労働組合の存在が、労働二権および労働三法活用の前提だからである。まずは労働組合(評議会)の結成が、すべての前提であることに留意しなければならない。また、周知のことではあるが、「労働組合」という名称の「職員団体」に現業労働者が属している場合にも、一般行政職の「職員団体」には協約締結権がなく、労組法上の労働組合ではないことに注意が必要である。したがって、労組法が適用される労働組合(評議会)結成が、留意点1で示した「労働協約主義(交渉優先)の再確認」の前提である。
　
これに関して、報告書では次のように記載している。
　<報告書　Ⅱ-3-(2)　p.22> (団体交渉において)「当事者」に関しては、技能労務職員は労働組合と職員団体のいずれにも加入することができることとされているが、職員団体は労働協約を締結することができず、労働協約を締結するのであれば、その主体は労働組合であることに留意する必要がある。
　
　さらに、注意すべきは現業労働者によって「労働組合」として組織された団体が、実際には「労働組合」としての「要件」を満たしていないため、労働組合として認められない(協約を結ぶことができない)場合があることである。
　その「要件」は大きく分けて2点である。つまり①労働者が主体となって自主的に労働条件維持改善・・・を図ることを主たる目的として組織する団体であること(管理職は含まない、当局から財政援助を受けない)、②労組法第5条(労働組合設立の扱い)2項「労働組合の規約には次の規定を含まなければならない」に基づく規約の整備である。
　ここでとくに注意をしなければならないのは、②で定められている規約を整備し、その内容(規定)を実行していないところがしばしば存在することである。そうした「労働組合」「評議会」は、協約締結の対象である労働組合と認められない場合があるので、とくに注意が必要である。
　
「労働組合」であるために必要とされる労組法第5条(労働組合設立の扱い)2項の規定は、具体的には次のようなものである。

　(要旨)

1.名称
2.主たる事務所の所在地
3.単位労働組合の組合員は、その労働組合のすべての問題に参与する権利及び均等の取り扱いを受ける権利を有すること。
4.何人もいかなる場合においても、人種、宗教、性別、門地または身分によって組合員たる資格を奪われないこと。
5.単位労働組合にあっては、その役員は、組合員の直接無記名投票により選挙されること。
6.総会(大会)は、少なくとも毎年1回開催すること。
7.すべての財源および使途、主要な寄付者の氏名ならびに現在の経理状況を示す会計報告は、組合員によって委嘱された職業的に資格がある会計監査人による正確であることの証明書とともに少なくとも毎年1回組合員に公表されること。
8.同業罷免(ストライキ)は、組合員または組合員の直接無記名投票の過半数による決定を経なければ開始しないこと(これについては禁止されているため除いてもよい)。
9.単位労働組合にあっては、その規約は、組合員の直接無記名投票による組合員の過半数の支持を得なければ改正しないこと。
上記の規定を含む規約が整備されているかどうか、そしてその規定が実行されているかどうかを、点検する必要があるし、もしもそうでない場合には早急に整備・実行していく必要がある。それによってはじめて、留意点1で示した労使対等の交渉と協約の締結が可能になるからである。
　
２．技能労務職員の賃金決定にあたっての基本的な考え方　
(1)　留意点1　職務内容の十分な分析
　給与の比較に際しては、職務内容についての十分な分析が必要であること。
　<解説>
　公務員と民間労働者の間であれ、どのような職種であれ、賃金を比較するに際しては、職務内容が一致したもの同士の比較でなければ、何を比較しているかわからない。例えば、総務省は、自治体用務員の賃金について、賃金センサスの用務員の賃金データと比較すべしとしているが、賃金センサスの「用務員」の定義は、「事業所内外の清掃、後片付、従業員の用足し、使い走り（注１）を行うほか、手不足の際、荷物の梱包、発送を手伝う等、事業所の系統的な本来の仕事とは直接関係のない種々の雑務、雑役的な仕事に従事する者」ということであり、学校用務員や農業関係試験研究施設の技術員の職務内容とは大きく異なっている。このように職務内容が大きく異なる場合は、賃金比較そのものに意味がない。
　公務員の学校給食調理員と民間の調理士のように、基本となる職務が比較的類似している場合であっても、公務員の学校給食調理員が、児童・生徒に対して献立の栄養分析や食材、調理方法などについて、食育基本法第11条に定めるように食育の一環として直接に説明しているような職務内容の違いがある。
	食育基本法第十一条　教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健（以下「教育等」という。）に関する職務に従事する者並びに教育等に関する関係機関及び関係団体（以下「教育関係者等」という。）は、食に関する関心及び理解の増進に果たすべき重要な役割にかんがみ、基本理念にのっとり、あらゆる機会とあらゆる場所を利用して、積極的に食育を推進するよう努めるとともに、他の者の行う食育の推進に関する活動に協力するよう努めるものとする。



<報告書　Ⅱ-2-(1)-③　p.15>

給与の比較に際しては、職務内容についての十分な分析が必要である。
これは、中間取りまとめにはなかった部分であり、地公部会が最も強調した部分である。
しかし、報告書は同時に、これを打ち消すかのように、次のように記している。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-③　p.15>

しかし、本来、技能労務職員については、その職務の内容が性質上、民間労働者の職務内容に近いことから、一般の公務員に課される規制等を外し、原則として民間労働者と同様の労働法制の下に置かれることとされたものである。法律の明文上も「同一又は類似の職種の」「民間事業の従事者の給与」を考慮するべきことが定められているところであり、このような制度の沿革を踏まえても、民間労働者の給与水準との比較を適切に行うことが重要である。
民間労働者の職務内容に近いといっても、自治体行政労働者が民間の管理・事務・技術労働者の職務内容に近いというのと質的に異なるものとは考えられない。むしろ、上にあげた例（学校用務員や農業関係試験研究施設の技術員と賃金センサスの「用務員」の関係）については、自治体行政労働者と民間の管理・事務・技術労働者との違いよりもはるかに大きな職務内容の違いがある。法律もまた、同一又は類似の職種の民間事業の従事者の給与を考慮することを求めているに過ぎず、その趣旨は、類似の職種の場合はその職務内容の違いも含めて考慮することを求めているものと考えられる。このように、どのように考慮するか、比較をどのように活用するかについては、職務内容についての十分な分析という大前提を否定するものにはなっていない。
問題は、その職務内容の違いを賃金のうえでどのように評価するか、労使交渉の中で労使の共通認識にして、労使ともに十分に住民に説明できるようになることである。報告書の次の指摘も、そういう意味でわれわれにとっては運動上の課題と受け止める必要がある。（「職務給の原則」は後で解説）。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-③　p.15>

職務給の原則の観点から、その内容が職務遂行の困難度や責任の度合いを増すものかどうかといった点を精査する必要がある。
（注１）賃金センサスの用務員の定義の中に、「従業員の用足し、使い走り」という問題のある表現があり、総務省は報道資料の中で何の断り書きもなくこの表現を引き写している。公務員連絡会地方公務員部会は2007年７月４日の交渉でこの問題も追及している。
(2)　留意点2　同種・同等比較の原則
　給与の比較に際しては、それぞれの給与の単純比較ではなく、勤続年数、年齢など給与決定要素の条件をそろえて、同種・同等のもの同士の給与を比較することが適当であること。
　<解説>

　一般的には、単純平均同士の比較では民間に比べて公務員の方がかなり高いことが多い。しかし、それは公務員のほうが平均経験年数が長いことの結果である。例えば、研究会報告書の資料には、経験年数の条件を揃えて比較したグラフ（次のページ）が載っているが、このような比較では、自治体全現業労働者の賃金は、民間５職種（調理士、守衛、自家用乗用自動車運転者、用務員、廃棄物処理業従業員）の賃金と比べて、指摘されているほどの違いがないことがわかる。
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同種・同等比較の原則については、中間取りまとめでは特に触れられていなかったが、報告書ではつぎのように記載された。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-②　p.14>

異なる集団間での給与の比較を行う場合には、それぞれの集団における給与の単純比較を行うことは適当でないことから、一般的と考えられる給与決定要素の条件を揃えて、「同種・同等比較の原則」に基づくことが適当である。
　報告書は、同種・同等比較の原則とのかかわりで、臨時・非常勤等の職員を含めた比較については、否定的に述べている。ただ、労働組合としても臨時・非常勤等職員の賃金に無関心であることはできない。臨時・非常勤等職員を比較に加える場合は、労働時間の違いを考慮に入れる必要がある。対応する民間労働者についても同様である。また、臨時・非常勤等職員の賃金を低く抑えたり、臨時・非常勤等職員の全職員に占める割合を多くすれば、常勤職員の賃金を引き下げなくても表向き賃金が低いかのように見えるが、そのようなことは労働組合としてはすべきではない。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-②　p.14>

各地方公共団体において、対象となる民間データにも留意した上で、人件費総額に着目する等の観点から、臨時・非常勤等の職員のデータを含めることは可能である。
(3)　留意点3　職務給の原則
　地方公務員法第24条第１項の職務給の原則の適用にあたっては、職務内容の十分な分析にもとづく職務評価が前提になること。
　<解説>
　国家公務員法・地方公務員法の制定当初は、職階制に基づく職務給の原則を適用することとした。職階制とは、戦後の公務員制度改革において、アメリカにならって導入されようとした制度である。職階制では、すべての職の職務内容を分析し、その複雑と責任の度を評価し、職級ごとに分類整理して格付けし、それを任用、給与の基礎とすることを予定していた。
　しかし実際は、公務職場の全職務の分類・評価はなされなかった。そこで国家公務員の給与制度は、職制（ポスト）を「職務」と捉え、これを軸にした。つまり、職員の職種を俸給表の種類で分類し、職務の責任は行政組織上の監督権限をもつ長の職制によって職務の級に格付け、その分類を級別標準職務表で定めるものである。職制上のポストだけを基準とするもので、行政や仕事の変化から生じる職員の職務の責任構造の変化や、特定分野に精通した専門職にはうまく対応できない。この制度が、総務省の国公準拠（給与制度は国家公務員の給与制度を基本とする）指導によって、自治体の非現業労働者にも押し付けられている。
　研究会報告書は、次のように指摘している。
<報告書　Ⅱ-1-(1)　p.7>

技能労務職員の給与についても、法律上、職務給の原則が適用される。したがって、給料表の級や号給は、職務内容やキャリアパスの違いに応じて設定され、適用されるべきものと考えられる。
しかし、現業労働者の賃金に職務給の考え方をあてはめる場合は、地方公務員法ではなく地方公営企業法が適用されることや、国と違ってフラットで柔軟な組織で仕事していることを踏まえて、本来の職務給（参考：連合「同一価値労働・同一賃金の実現に向けた職務評価手法の検討についての『中間とりまとめ』」からの抜すい）の考え方により近い制度とすべきであり、労使交渉の課題にすべきである。
なお、職務給とかかわって、研究会報告書ではキャリアパスという言葉がたびたび使われている（p.７～９）が、これは辞書によると「キャリアの道、昇進の道」のことである。
<国家公務員法第62条第１項>

職員の給与は、その官職の職務と責任に応じてこれをなす。
<地方公務員法第24条第１項>

職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。
<地方公営企業法第38条第２項>
企業職員の給与は、その職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応ずるものであり、かつ、職員の発揮した能率が充分に考慮されるものでなければならない。
　
参考：連合男女平等政策・労働小委員会「同一価値労働・同一賃金の実現に向けた職務評価手法の検討についての『中間とりまとめ』」（2005年９月）から
1)属人的決定要素から仕事の価値に着目した職務評価へ
　賃金は属人的基準と仕事（職務）に係わる要素で決める基準で決定されている現状にあり、この決定要素では仕事の価値を測ることを困難にしている。公正・公平な賃金制度をつくるためには、現状の賃金決定要素を仕事基準による職務評価に転換していく必要がある。
(4)　留意点4　国の行政職俸給表（二）の援用
　報告書は国の行政職俸給表（二）を押し付けるものではないこと。仮に国の行政職俸給表（二）を使う場合は、５級制が基本であること。
　<解説>
　研究会報告書は、次の二つの理由から技能労務職員と国の行政職俸給表（二）適用職員とは類似職種と言えるとしている。①いずれも採用の段階で高度な技術や資格を要しない、②自動車運転手や守衛等重複する小区分も多くある、というのである。
次に、「行（二）の構造を援用する」とはどういうことか、二つの側面から見る必要がある。
ひとつは行（二）表を用いるべき、という側面であり、報告書はふたつのことをあげている。①号給の設定に当たっては、上位級との重なりも考慮して上限を設けること、②経験年数に応じた能力の向上度合いが相対的に小さいことを反映して同一級内の賃金上昇カーブがフラットな構造とすること、というのである。しかし、①は自治体現業労働者の職務経験の蓄積にともなう職務内容の変化に経験年数別の賃金水準が見合っているかどうかということであり、②は民間における経験（勤続）年数別の賃金のカーブと大きく乖離していないかどうかということである。したがって、職務内容の分析と同種・同等比較の原則による民間賃金との比較という、(1)と(2)で述べたことに尽きる。
援用のもう一つの側面は、そのまま用いるとは限らないという側面であり、報告書はふたつのことをあげている。①級と号給の数をそのまま用いていいのかどうか組織の規模等を踏まえて検証する必要がある、②水準について地域の民間給与水準を反映すべき、というのである。①については、小さな自治体は３級制、４級制を検討しろ、と言いたいのだろう。しかし、たとえば国の用務員については３級どまりとされているが、自治体の学校用務員とはその職務内容が大きく異なると考えられるので、職名が類似しているというだけで３級どまりとすることは不適当である。このように、級の数についても職務内容の分析が前提とならなければならない。②については、国の行（二）を用いた結果同一・類似職種の地域民間賃金水準を上回るのであれば、上回った分だけ何％か減額した給料表にするなり、初任給基準や昇給号給数を抑制せよ、ということだろう。したがって、地域民間賃金水準との比較の問題であり、この比較については(5)～(11)で述べる。
<報告書　Ⅱ-1-(2)-③　p.8>

技能労務職員と国の行政職俸給表（二）（行（二））適用職員の職務内容は全てが一致するものではないが、類似職種と言え、キャリアパスも同様である場合には、行(二)の構造を援用することが考えられる。その場合も、水準については、地域の民間給与水準を反映すべき。
報告書全体では地域民間賃金水準との均衡をきわめて強調していながら、次の箇所だけは国の行（二）の水準との均衡を求めている。この点について、2009年３月13日の総務省給能室交渉では、職務内容や組織の規模などを踏まえた検証が必要と回答しており、国行（二）をそのまま使うことを指したものではないとしている。
<報告書　Ⅱ-1-(2)-③　p.9>

各地方公共団体において、行（二）を用いていない場合であっても、行（二）の水準と乖離している実態があれば、説明責任が求められる。
なお、中間とりまとめでは国の行（二）の４級どまりと読めなくもない表現もあったが、研究会報告書では、さまざま条件をつけながらも基本は５級制であることを明らかにした。
<報告書　Ⅱ-1-(3)-③　p.9>

国の行政職俸給表（二）適用職員と同様のキャリアパスが予定され、組織の規模等の検証を経て同一の給料表を用いる場合には、５級制となる。
(5)　留意点5　賃金センサスの活用－各自治体の判断
　どのような調査手法を採用し、これをどのように用いるかは各自治体の判断によること。
　<解説>
　研究会報告書は、一定の手法を自治体に押しつけるものではないことを再三強調している。どのような民間賃金の調査手法を採用し、これをどのように用いるかは、各自治体における労使交渉の課題である。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-①　p.14>
いずれにしても、どのような調査手法を採用し、これをどのように用いるかは各地方公共団体の判断によるが、データに付随する条件等を踏まえ、住民に説明責任を果たしうるような手法を採るべきである。
研究会では、そのような観点から、手法を一つに限定するのではなく、いくつかの手法を示すとともに、基本的な考え方を整理したところである。
(6)　留意点6　賃金センサスの活用－調査対象範囲は都道府県域
　調査対象範囲は、どんなに狭くても都道府県域までとすること。
　<解説>
　中には「わが町には役場の職員ほど高い賃金をもらっている人はいない」などと言う首長も見られるが、同一の労働市場という観点とサンプル数という観点から、市町村域単位での調査・比較は不可能であり、どんなに狭くても都道府県域とする。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-①　p.14>

同一の労働市場に属する民間企業を比較対象とする観点やサンプル数を確保する観点からは、調査対象範囲は都道府県域を基本とするべきものと考えられる。
　都道府県域であればそのまま使えるかといえば、多くの都道府県ではやはり毎年のデータの変動が大きく、これだけを見て毎年賃金を大きく変動させることはできない。研究会報告書は、過去のデータを消費者物価指数等で補完さえすれば使える、というような表現もあるが、この考えは適当ではない。むしろ、多くの都道府県では、都道府県単位のデータは過去10年間の平均などを見て現在の水準が適切である（職務内容と同種・同等比較が前提）ことを示す材料にとどめ、毎年の賃金の上げ幅下げ幅については、人事院勧告など全国データを用いる方が現実的である。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-①　p.14>

４７都道府県のうちでも、得られるサンプル数は大きく異なるものである。（中略）都道府県別のデータを用いる場合でも、必要に応じ、サンプル数を補完するため、消費者物価指数等により補正した過去のデータを用いるといった手法を検討するべきである。
(7)　留意点7　賃金センサスの活用－①
　人事委員会による民間給与実態調査をしっかりやらせること。
　<解説>
　安易に②の賃金センサスの活用の手法をとらせず、人事委員会による民間給与実態調査をしっかりやらせることを追求する必要がある。さらに、この場合、職務内容の類似性をより重視した調査方法とさせる必要もある。
<報告書　Ⅱ-2-(1)-①　p.13>

各地方公共団体において、技能労務職員についても一般行政職員と同様の民間給与の実態調査を行う手法が望ましい。
<報告書　Ⅱ-2-(3)-①-ア　p.16>

人事委員会が民調を行う際に、技能労務職員と類似の民間労働者の給与を調査し、収集したデータと、技能労務職員のデータを比較する。経験年数に応じたラスパイレス比較を行う手法のほか、全体の平均給与月額を経験年数や年齢に応じて補正（標準的な昇給カーブから推計）して比較する手法等がある。
上の研究会報告書の引用の後半で触れられていることは、賃金センサスの都道府県別平均所定内給与を全国データによって補正するという考え方である。これは大阪市人事委員会の賃金比較でも採られている方法（次のページ参照）であり、実際に活用される可能性が高いと考えられる。
[image: image2.emf] 
（大阪市の「取組方針」2008年３月からの抜すい）
(8)　留意点8　賃金センサスの活用－②ⅰ）
　統計法上の使用承認を得ることは多くの手続きが必要
　<解説>
統計法上の使用承認を得ることは煩雑な手続を求められ、これの中から個人（匿名）データを抽出することも、ラスパイレス比較することも、膨大な業務量になる。ただ、市長会、町村会や県市町村課などが代表して統計法上の使用承認を得て抽出比較（ラスパイレス比較等）することや、改正統計法による特別集計（注２）を求める可能性はあり、それに対しては、職務内容の相違と同種・同等比較という原則を踏まえて交渉において対応することが求められる。
<報告書　Ⅱ-2-(3)-②-i)-ア　p.17>

「同種・同等比較の原則」に則り、各地方公共団体において、賃金センサスの調査票情報の使用承認手続を経て、抽出比較手法による比較を行う手法が考えられる。
（注２）2007年５月に統計法改正が公布され、オーダーメード集計などが新たに規定された。全面施行は2009年４月。「学術研究目的などのために、オーダーメードで集計された統計の提供を受けたり、匿名データ（統計調査によって集められた情報を個人や企業が特定できない形に加工したもの）の提供を受けて統計の作成に用いることができます。※ 所定の額の手数料の納付が必要です。」（総務省のパンフレットから）
(9)　留意点9　賃金センサスの活用－②ⅱ）
　一般行政職類似職種と現業職相当職種との賃金水準比を算出する考え方は採らないこと。
　<解説>
　一般行政職と現業（技能労務）職との賃金水準比を、民間の管理・事務・技術労働者と調理士・守衛・自家用乗用自動車運転者・用務員・廃棄物処理業従業員ほかとの水準比にあわせようという考え方は、採用できない。このような水準比という考えは、同種・同等比較をしようにもどちらの職種に条件（例えば経験年数別労働者数）をそろえるかがなかなか定まらず、結果として平均所定内給与（平均給与月額）同士の比較という考えになりがちである。実際、研究会報告書のいう0.58～0.85というデータも単純な平均の比較の結果である。
<報告書　Ⅱ-2-(3)-②-ⅱ)-ア　p.19>

一般行政職員と技能労務職員それぞれの民間における類似職種の労働者の給与水準比に着目する手法が考えられる。
<報告書　Ⅱ-2-(3)-②-ⅱ)-イ　p.19>

民間における技能労務職類似職種の所定内給与月額は、一般行政職類似職種の所定内給与月額を１とした場合、０.５８（電話交換手を除けば０.６９）から０.８５の範囲内にあった。
(10)　留意点10　賃金センサスの活用－③
　①、②を基に年次更新する手法を採る場合には、全国データを用いること。
　<解説>
　先にも述べたように、都道府県単位のデータは過去10年間の平均などを見て現在の水準が適切であることを示す材料にとどめ、毎年の賃金の上げ幅下げ幅については、人事院勧告など全国データを用いる方法が、現実的な選択肢の一つと考えられる。
　以上、いずれの手法を採るとしても、職務内容についての十分な分析と同種・同等比較の原則に基づく比較が重要である。
<報告書　Ⅱ-2-(3)-③-ア　p.20>
上記①、②により得られた結果を基礎に、翌年度以降は、一定の伸び率を乗じて水準を算出する手法が考えられる。
(11)　留意点11　年功的な傾向
　自治体現業労働者の方が民間労働者よりも年功的な傾向が見られるとは言えないこと。
　<解説>
　報告書のポイントには、「民間労働者について賃金センサスのデータを抽出して比較すると、技能労務職員の方が年功的な傾向が見られる」と記されているが、後に述べるようにそのようなことは言えない。
<報告書　Ⅱ-1-(4)-③　p.11>

１ 年齢と平均給与月額との関係については、
・地方公務員は、定年退職（６０歳）まで平均給与月額の上昇が続く。
・一方、民間労働者は、４０歳代でほぼ平均給与月額の上昇が止まり、その後は横ばいとなる。
といった傾向が見られた。
公表されている賃金センサスのデータ（賃金センサス2006）を分析すると、40歳で所定内給与の上昇が止まるというのは見かけ上のことであり、年齢と経験（勤続）年数との差が同一のグループで比較すると、所定内給与の上昇は60歳まで続いていることがわかる。民間においては、中高齢になって総務省が比較対象職種としている職種（廃棄物処理業従事者、調理士、守衛、用務員、自家用自動車運転手）に転職してくる労働者が相当数あることの反映にすぎない。


<報告書　Ⅱ-1-(4)-③　p.11>

２ 経験年数（民間労働者については、勤続年数）と平均給与月額との関係については、 
・地方公務員は、いずれの職種の小区分についても、経験年数に応じて平均給与月額が上昇を続ける。 
・一方、民間労働者は、清掃職員及び学校給食員については、勤続年数に応じて平均給与月額が上昇を続けるが、守衛、用務員及び自動車運転手については、一定の勤続年数に達すると、平均給与月額の上昇が止まり、その後は横ばい又は下降となる。
・全体として見ても、経験年数（勤続年数）が長期になるにつれ、地方公務員の平均給与月額が民間労働者の平均給与月額を上回る。といった傾向が見られた。
民間労働者で廃棄物処理業従業者・調理士のグループと守衛・用務員・自家用自動車運転手のグループとで差が出るのは、経験（勤続）年数が長い労働者に占める年齢60歳を超える労働者の割合の違いが原因である。賃金センサスの公表データ（賃金センサス2006）で見れば、たとえば、経験（勤続）年数15年以上の労働者のうち年齢60歳以上の労働者の割合は、廃棄物処理業従業者15％、調理士10％に対して、守衛25％、用務員30％、自家用自動車運転手45％となっている。
３．説明責任について
(1)　留意点1　情報公開の手法について
情報公開には積極的に取り組むことを基本としつつ、公開される情報がプライバシーの侵害を引き起こさないこと、個人情報保護の観点から公開の対象・範囲に注意を払い、必要に応じて制限を設けるべきである。
<解説>

住民に対する説明責任をいかに確保するかという点は、労使双方に問われる課題となってくる。情報公開制度は、行政機関の保有するすべての行政文書を公開の対象とすることを原則としつつも、個人のプライバシーに関わるもの、また、情報公開により、当該の法人や団体、個人の権利、競走上の地位、その他正当な利益を害すると求められた場合は不開示にできることが前提でなければならない。
こうした原則を無視し、労使交渉の全内容を一方的に公開したり、労使関係においてマスコミを「活用」するなどの動きは、組合活動そのものに対する抑圧を目的にしている場合もあると考えられる。
したがって、なし崩し的あるいは一方的に進められつつある「情報公開（住民に対する説明責任）」の動きに対しては、組合側の原則を明確にしつつ、積極的に対応する必要がある。
　　報告書には、説明責任に関して次のように記載されている。
<報告書  Ⅱ-4-(1)　p.25>
・・・技能労務職員に限らず、給与決定の結果としての給与構造や給与水準だけでなく、その決定に至る考え方や過程についてもわかりやすく説明する必要がある。
<報告書  Ⅱ-4-(2)p.25>
説明責任を果たす手法
ア．給与明細書：
予算に関する説明書として地方公共団体の長から議会に提出される書類
イ．人事行政の運営等の状況の公表：
任免や休暇、勤務時間等の勤務条件、懲戒等の状況を含む人事行政全般の運営等の状況について毎年、条例で定めるところにより、公報、日刊紙やインターネットを通じて公表される
ウ．地方公共団体給与情報公表システム：
　初任給、職種の小区分ごとの職員一人当たり平均給与月額、級別職員数等が各年度の4月1日現在の数値をホームページで公表
エ．技能労務職員の給与等の見直し
　職種の小区分ごとの人数、平均給与月額、対応する民間労働者のデータが公表されてい
	　る
・ホームページの公表だけではなく、更新時に報道発表をするなど、住民の関心に応えるよう積極的な対応をする
・労使間の信頼関係の下に行われるべきものであるが、給与決定の仕組みについて労使双方の考え方や議論経過を説明することは重要である。


住民に対して情報公開につとめることは当然としつつも、それにあたっては、第一に「労使合意による公開」、第二には、個人情報について個人情報保護法に基づく制限が施されなければならない。
 (2)　留意点2　情報公開のルールに関する協約締結について
情報公開の内容や範囲について、個人情報保護を重視する観点から、公開上のルールの協約締結を行うべきであること
<解説>

労使交渉の過程に関する情報公開については、結果（協約内容）の公開は基本としつつ、交渉経過を含めた情報公開のあり方について労使で協議し、公開上のルールを協約の対象とすることが重要となる。
そして、労使において情報公開ルールを交渉する場合は、個人情報保護の観点から、県交渉、労連交渉、単組交渉、支部交渉、分会交渉などの交渉単位に留意する必要がある。交渉単位が変わるごとに、より個人情報に抵触する可能性が高まるからである。たとえば、勤務労働条件の交渉を行う時、交渉単位が小さくなればなるほど、個人名が予想されやすくなる。したがって、交渉単位で公開ルールを定める必要がある。
その一方、公務員に関する制度や実態に関する国民・住民の誤解やいわれなき批判を解消するための手段として、むしろ組合が、市民に対し組合活動を直接アピールする場として積極的に活用することも必要である。
そのためには、原則、労使確認ルールを労使交渉で確認し、実効ある活用が求められる。
<参考>

労使交渉の公表に関する労使協定書（案）
　○○市（以下「市」という）と○○市従業員労働組合（以下「組合」という）は、労使関係の透明性を確保するため、交渉内容の公表を行うこととし、その公表基準について、以下のとおり協定を締結する。
（公表の対象とする労使交渉）
第1条　公表の対象とする労使交渉は、勤務時間内、勤務時間外を問わず、労働協約書（平成○○年○○月○○日締結）第○○条に掲げる事項について行った市と組合本部･支部における協議又は交渉とする。
2 　前項に定める協議又は交渉は、勤務時間内に行うことができる組合活動に関する労使協定書（平成○○年○○月○○日締結）第○○条第○○項に定める本交渉、小委員会交渉、事務折衝とする。
（公表する事項）
第2条　市と組合本部･支部との交渉において公表する事項は、次の各号に掲げる事項とする。
(1) 交渉を行った日付及び市の担当部署、組合団体名
(2) 交渉に際しての市及び組合の代表者役職名
(3) 組合からの申し入れ事項及び市からの提案事項
(4) 交渉の妥結内容
(5) 本部交渉については、本交渉における交渉録の要旨（支部交渉については、本交渉の内容要旨）
(6) 小委員会交渉、事務折衝における交渉内容の項目
（公表の時期及び公表を行う期間）
第3条　交渉を行った後、速やかに、市と組合で公表内容の確認を行ったうえ、公表する。
2 　公表期間は交渉妥結後、1年間とする。
（公表の方法）
第4 条　本協定に定める公表は、○○市ホームページ上に公表する。　
（公表にあたっての留意事項）
第5条　公表にあたっては、○○市個人情報保護条例及び○○市情報公開条例を踏まえて行うものとする。
（その他）
第6条　労使交渉の公表にあたり、内容の変更が生じた場合は、市と組合がその都度協議するものとする。
附　則
１　本協定締結の証として、本書2通を作成し市及び組合各1通を保有する。
２　この協定書は、締結の日から施行し、平成○○(○○○○)年○○月○○日から適用する。
平成○○年○○月　日
○○市総務局長　　　　
○○市従業員労働組合
執行委員長　　　　
<参考>　賃金センサスの「類似業務」の記載と現業職員の業務比較
(各構成組織からの意見をもとに地公部会事務局で作成)
	清掃職員
	

	賃金センサスの業務
	現業職員の業務

	ごみ収集運搬業
	収集

	ごみ処分業
	一般家庭ごみ

	し尿処理運搬業
	資源ごみ（缶、ビン、ペットボトル、金属製の生活用品）

	し尿処分業
	容器プラスチック

	　
	粗大ごみ

	　
	臨時搬出、引越しなどに伴う多量ごみ（路上の死獣回収なども含む）

	　
	道路清掃（不法投棄、散乱ごみ回収）

	　
	ふれあい作業（高齢者、障害者宅等への個別収集及び安否確認）

	　
	死亡ペット、胞衣汚物引取り業務

	　
	ごみ処分業

	　
	し尿処理運搬業

	　
	し尿処分業

	　
	啓発業務

	　
	収集作業中に地域安全パトロールを実施

	　
	排出不適切者への啓発・指導業務

	　
	業者への規制指導業務

	　
	小学校への出前体験学習（環境問題、人権問題など）

	　
	市民推進委員の育成研修実施

	　
	地域住民説明会実施

	　
	路上禁煙防止対策など市民啓発業務

	　
	特定衣料（子供服、ベビー服、マタニティ服）などのリサイクル提供企画、実施

	　
	焼却工場への見学案内、環境教育啓発


	学校用務員
	

	賃金センサスの業務
	現業職員の業務

	事業所内外の清掃
	安心･安全な教育環境整備

	後片付け
	防災施設の点検整備（スプリンクラー、火災報知機、プール、シャッター等）

	従業員の用足し
	危険箇所（器具）の察知と解決（建具等修理、校庭機具点検、害虫等の駆除等）

	使い走り
	防犯対策（校内鍵の点検・整備、門扉・塀等の点検整備等）

	手不足の際の荷物梱包
	不審者対策

	発送の手伝い等
	シックハウス対策

	事業所の系統的な本来の仕事とは直接関係の無い種々の雑用
	快適な教育環境の整備

	雑役的な仕事
	校舎内外の清掃（環境保全、ごみ分別対策、池・花壇の整備、周辺環境整備）

	　
	緑化・剪定・除草作業（植木剪定、植木の防虫駆除、）

	　
	施設・設備の修繕及び点検・保全（机、下駄箱、電灯・電気系統、水道、天井、壁、床、塀等の修理）

	　
	学校（社会）教育活動の補助・支援

	　
	学校の器物破損行為への対応（教職員と連携して教育指導）

	　
	不登校などの児童・生徒への対応

	　
	登下校の安全確認（地域安全対策含）

	　
	授業中のエスケープ対応

	　
	生徒自主活動への支援

	　
	PTA活動の支援・協力

	　
	地域コミュニティ活動への支援・協力

	　
	　


	学校給食調理員
	

	賃金センサスの業務
	現業職員の業務

	飲食店、料亭、旅館、ホテル等において旅客又は従業員の食事の献立作成、食物の調理
	単独学校、給食センターにおける学校給食調理業務全般及び食育業務

	　
	調理に関する業務

	　
	調理・配缶作業

	　
	食器・食缶の洗浄、消毒、調理室内の清掃

	　
	翌日の調理準備

	　
	衛生管理に関する業務

	　
	調理前の機器類の拭きあげ、洗浄、消毒、

	　
	調理室の衛生管理チェック及び維持

	　
	調理以外の日常業務

	　
	児童の喫食量確認

	　
	物資の検品・検収

	　
	関係業者、学校側との連絡・調整

	　
	提出書類の作成（作業日誌、作業動線図、衛生管理チェック表作成）

	　
	食育の企画書作成及び提案・実施

	　
	献立反省会、材料選定委員会などへの参加

	　
	食育関連業務

	　
	食育月間、食育の日の運営企画・立案

	　
	給食時間中の食育指導業務

	　
	業務指導

	　
	業務研修企画・実施

	　
	定期衛生管理指導業務

	　
	市民・保護者への啓発活動

	　
	生徒、保護者に対する給食展示、レシピ配布

	　
	試食会の企画・立案・実施

	　
	市民祭り等への参画
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　第三十七条 　企業職員については、職階制を実施することができる。


２　前項の職階制においては、企業職員の職を職務の種類及び複雑と責任の度に応じて分類整理しなければならない。 


（給与） 


第三十八条 　企業職員の給与は、給料及び手当とする。 


２　企業職員の給与は、その職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応ずるものであり、かつ、職員の発揮した能率が充分に考慮されるものでなければならない。 


３　企業職員の給与は、生計費、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与、当該地方公営企業の経営の状況その他の事情を考慮して定めなければならない。 


４　企業職員の給与の種類及び基準は、条例で定める。
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